
回答数：85件

Ｑ１．御社の事業展開は？

日本国内だけの事業展開 13

日本が中心の事業展開 6

日本国内だけの事業展開だが、海外での生産・調達・研究開発はあり11

日本が中心の事業展開だが、海外での生産・調達・研究開発はあり18

グローバルな事業展開 37

グローバル企業の日本法人 0

その他 0

Ｑ２．売上高全体に占める（日本以外の）海外売上シェアは？

90%以上 6

70%以上、90%未満 8

50%以上、70%未満 15

30%以上、50%未満 9

10%以上、30%未満 7

10%未満 32

わからない 8

Ｑ３．（日本以外の）海外売上シェアは？

大幅に増加している 0

増加している 15

やや増加している 22

ほぼ横ばい 23

やや減少している 0

減少している 4

大幅に減少している 1

海外売上はない 12

わからない 8

Ｑ４．全従業員に占める（日本人以外の）外国籍社員のシェアは？

5%未満 43

5%以上、10%未満 5

10%以上、30%未満 9

30%以上、50%未満 7

50%以上、70%未満 13

70%以上 5

わからない 3
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日本国内だけの事業展開 15%

日本が中心の事業展開 7%

日本国内だけの事業展開だが、海外での

生産・調達・研究開発はあり
13%

日本が中心の事業展開だが、海外での

生産・調達・研究開発はあり
21%

グローバルな事業展開
44%

5%未満 51%

5%以上、10%未満 6%
10%以上、30%未満 11%

30%以上、50%未満 8%

50%以上、70%未満 15%

70%以上 6% わからない 3%

90%以上 7%

70%以上、90%未満 9%

50%以上、70%未満 18%

30%以上、50%未満 11%
10%以上、30%未満 8%

10%未満 38%

わからない 9%

増加している 18%

やや増加している 26%

ほぼ横ばい 27%

減少している 5%

大幅に減少している 1%

海外売上はない 14%

わからない 9%



Ｑ５．全従業員に占める（日本人以外の）外国籍社員のシェアの変化は？

大幅に増加している 2
増加している 8
やや増加している 27
ほぼ横ばい 30
やや減少している 3
減少している 4
大幅に減少している 0
外国籍社員はいない 7
わからない 4

Q６．海外拠点の位置づけは？（複数回答）

営業・販売拠点 58

生産拠点 39

研究・開発拠点 26

調達拠点 21

海外拠点はない 17

海外現地連絡事務所 14

本社も海外 1

その他 1

わからない 0

Ｑ７．外国籍の役員（監査役・執行役員を含む、非常勤は除く）はいるか？

全役員の半数以上 1

全役員の半数以下 25

外国籍役員はいない 58

わからない 1

Ｑ８．グローバル人材の育成に注力しているか？

注力している 32

どちらとも言えない 27

注力していない 25

わからない 1

大幅に増加している 2%

増加している 9%

やや増加している 32%

ほぼ横ばい 35%

やや減少している 4%

減少している 5%

外国籍社員はいない 8%

わからない 5%
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件

全役員の半数以上
1%

全役員の半数以下
30%

外国籍役員はいない
68%

わからない
1%

注力している
38%

どちらとも言えない
32%

注力していない
29%

わからない 1%

その他

・米国、中国、欧州、ASEANに各地域統括現法を設置

・現地販売子会社



Ｑ９．グローバルリーダー層が管理職全体の内、どの位必要か？

5%未満 26

5%程度 2

10%程度 13

30%程度 15

50%程度 7

70%程度 2

ほぼ100% 1

わからない 17

その他 2

Ｑ１０．グローバルでのコアポジションやコアポストは？

明確になっている 21

明確になっていない 57

わからない 7

Ｑ１１．グローバルベースの「コア人材」は明確になっているか？

明確になっている 18

明確になっていない 59

わからない 8

Ｑ１２．グローバルでの幹部層のサクセッションプラン（後継者育成計画）を実施しているか？

実施している 11

実施していないが、現在計画中である 34

実施していないし、計画や予定もない 35

わからない 5

5%未満 31%

5%程度 3%

10%程度 15%30%程度 18%

50%程度 8%

70%程度 2%

ほぼ100% 1%

わからない 20%

その他 2%

その他

・国内に事業を特化しているのて必要ない（海外へ業務委

託した場合の管理要員として若干必要かもしれないが）

・明確な方針にはなっていない

明確になっている
25%

明確になっていない
67%

わからない
8%

明確になっている
21%

明確になっていない
69%

わからない
10%

実施している
13%

実施していないが、

現在計画中である
40%

実施していないし、

計画や予定もない
41%

わからない
6%



Ｑ１３．以下のグローバル人材育成プログラムを実施しているか？（複数回答）

国内での語学研修 42

海外赴任前研修 33

海外業務研修（トレーニー） 29

異文化研修 27

国内で行うグローバル幹部研修 25

安全面からのリスクマネジメント研修 16

海外での語学研修 16

海外留学制度（MBA等） 15

国外も含めたグローバル幹部研修 13

海外赴任者の帯同家族に対する研修 11

経営面からのリスクマネジメント研修 9

外国人も含めたグローバル幹部研修 8

実施していない 9

わからない 9

Ｑ１４．グローバル共通の人事基準や制度はあるか？（複数回答）

業績評価 18

役割に関する基準 16

給与に関する基準 14

昇進・昇格に関する基準 11

職務に関する基準 10

タレントマネジメントや、そのためのシステム10

持ち株制度（ストックオプションを含む） 5

特になし 12

わからない 25

Ｑ１５．グローバル化を進展させる上での御社の主要な経営課題は？（複数回答）

本社と海外現地法人とのコミュニケーション強化36

グローバル化に関する経営方針の明確化 32

経営理念の共有 19

権限移譲による海外現地法人の主体的経営16

海外現地人幹部の経営理念の理解 11

技術やノウハウの移転 8

研究開発機能の移転 1

資本の現地調達化 1

その他 5

わからない 18
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国内で行うグローバル幹部研修

安全面からのリスクマネジメント研修
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海外留学制度（MBA等）

国外も含めたグローバル幹部研修

海外赴任者の帯同家族に対する研修

経営面からのリスクマネジメント研修

外国人も含めたグローバル幹部研修

実施していない

わからない

件
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役割に関する基準

給与に関する基準

昇進・昇格に関する基準

職務に関する基準

タレントマネジメントや、そのためのシステム

持ち株制度（ストックオプションを含む）

特になし

わからない

件

0 5 10 15 20 25 30 35 40

本社と海外現地法人とのコミュニケーション強化

グローバル化に関する経営方針の明確化

経営理念の共有

権限移譲による海外現地法人の主体的経営

海外現地人幹部の経営理念の理解

技術やノウハウの移転

研究開発機能の移転

資本の現地調達化

その他

わからない

その他

・今後の海外での方向性

・海外販売比率の向上

・ドメスティックなので、必要としていない

・グローバル人材の採用

・優秀な人材の獲得

・特になし

件



Ｑ１６．グローバル化を進展させる上での御社の主要な人事課題は？（複数回答）

海外で仕事ができる人材が少数で、固定化されている46

外国語でビジネスコミュニケーションが出来る人材が限られている44

海外拠点のマネジメントを任せられる人材が少ない40

多様性を受容し、個を認知するダイバーシティマネジメントの浸透29

グローバル共通の組織マネジメントの枠組み25

日本的人事慣行が根強く残っている 23

オープンで透明性の高いグローバル共通の人事基盤・制度の整備22

ローカル人材への企業理念や価値観の浸透19

語学力は高くても、現地のマネジメントを任せられる人材が少ない12

その他 4

わからない 8

Ｑ１７．本社等、日本で働くホワイトカラーの外国籍社員の採用について

Q17-1）外国籍社員を採用する目的は？（複数回答）

国籍を問わず、優秀な人材を採用したい 59

組織に多様性を持たせたい 34

グローバル人材を確保したい 29

海外現地法人とのインターフェイスとして11

たまたま選考に残ったのが外国人だった 10

日本人だけでは採用枠が埋まらないため 2

インバウンドビジネスに備えた外国人採用 2

海外現地法人の知名度が低く、採用が難しいため1

採用なし 3

わからない 9

Q17-2）本社等における外国籍社員の採用手法は？（複数回答）

日本の大学における留学生の採用 49
必要に応じた中途採用 42
海外の大学からの直接採用 18
海外でのジョブフェアを通じた採用 12
海外現地法人からの逆出向 11
採用していない 10
わからない 6

Q１８．グローバル人事を担当する組織体制は？（複数回答）

本社人事部がグローバル人事部となっている28
日本国内の人事とグローバル人事が、別個の組織体制になっている15
人事部門の特定セクションまたは特定の者が担当している14
日本以外の海外拠点の人事は、全て現地法人に委ねている10
特に明確になっていない 26
わからない 7
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海外拠点のマネジメントを任せられる人材が少ない

多様性を受容し、個を認知するダイバーシティマネジメントの浸透

グローバル共通の組織マネジメントの枠組み

日本的人事慣行が根強く残っている

オープンで透明性の高いグローバル共通の人事基盤・制度の整備

ローカル人材への企業理念や価値観の浸透

語学力は高くても、現地のマネジメントを任せられる人材が少ない

その他

わからない

その他

・特になし

・ダイバーシティについては、

ドメスティック企業だが取り組んでいる

件
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国籍を問わず、優秀な人材を採用したい

組織に多様性を持たせたい

グローバル人材を確保したい

海外現地法人とのインターフェイスとして

たまたま選考に残ったのが外国人だった

日本人だけでは採用枠が埋まらないため

インバウンドビジネスに備えた外国人採用

海外現地法人の知名度が低く、採用が難しいため

採用なし

わからない

件
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日本の大学における留学生の採用

必要に応じた中途採用

海外の大学からの直接採用

海外でのジョブフェアを通じた採用

海外現地法人からの逆出向

採用していない

わからない
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本社人事部がグローバル人事部となっている

日本国内の人事とグローバル人事が、別個の組織体制になっている

人事部門の特定セクションまたは特定の者が担当している

日本以外の海外拠点の人事は、全て現地法人に委ねている

特に明確になっていない

わからない

件


